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（2008年10月5日 読売新聞より） 

「地球に最もダメージを与えた科学者」 というコンテスト
で誰を選ぶか？ 

米国の科学者 ジェイムズ・コナント（1893～1978） 

• 40歳の若さで母校ハーバード大の総長に就任 
• 第1次世界大戦で毒ガス製造を主導 
• 第2次世界大戦で国防科学研究委員会の委員長：原爆開発計画を推進 

米国の化学者 トマス・ミッジリー（1889～1944） 

• 「有鉛ガソリン」により車のエンジンのノッキングを抑えることを可能にした 
• ジクロロジフルオロメタンの合成に成功：「フロン」の第1号 
 （冷蔵庫やクーラーの冷媒、電子部品の洗浄剤、スプレーの噴射剤） 

大気汚染 、オゾン層の破壊 

• 善意の発明家であったが大気に最も破壊的な影響を与えた！ 
• 科学者は自身の発見・発明にどこまで責任を持つべきなのか？ 

科学者の栄誉・「破壊者」の不名誉 



出発となる問題点 

良い研究・素晴しい研究成果 
人類の社会・福祉への貢献 

しかし、 ・・・ 
   誤用・悪用される可能性を否定できない 

Dual-use dilemmas 
（デュアル・ユース ジレンマ） 

用途の両義性 



平和利用を目的として行われた研究が軍事へ転用される場合や、
研究内容が悪用・誤用されるという場合を想定した用語。 

爆薬・砲弾 
化学兵器 
核兵器 など 

航空機技術 
電子レンジ 
コンピュータ技術 
インターネット など 



東大が軍事研究解禁 軍民両用技術研究容認 
政府方針に理解 
 
 東京大学（浜田純一総長）が禁じてきた軍事研究を解禁したことが１５日、分かった。東

大関係者が明らかにした。安倍晋三政権が大学の軍事研究の有効活用を目指す国家安

全保障戦略を閣議決定していることを踏まえ、政府から毎年８００億円規模の交付金を得

ている東大が方針転換した。軍事研究を禁じている他大学への運営方針にも影響を与え

そうだ。 

http://www.sankei.com/politics/news/150116/plt1501160003-n1.html 

 昨年１２月に大学院の情報理工学系研究科のガイドラインを改訂し、「軍事・平和利用

の両義性を深く意識し、研究を進める」と明記。軍民両用（デュアルユース）技術研究を

容認した。ただ、「成果が非公開となる機密性の高い軍事研究は行わない」と歯止めも

かけた。以前は「一切の例外なく、軍事研究を禁止する」としていた。 

産経ニュース 2015.1.16  05:07更新  



学問研究の両義性 
 
 本学歴代総長の評議会などでの発言に従い、本研究科でも、成果が非公開となる機

密性の高い軍事を目的とする研究は行わないこととしています。共同研究の過程で、意

図せずにそのような研究に関わってしまうおそれがありますので、注意してください。 
 なお、多くの研究には、軍事利用・平和利用の両義性があります。本学では、個々の

研究者の良識のもと、学問研究の両義性を深く意識しながら、個々の研究を進めること

を方針としています。 

科学研究ガイドライン 
情報理工学系研究科 
2011 年 3 月 
2014 年 12 月改訂 





デュアルユース問題に関する提言 



学問研究の両義性 
 
 本学歴代総長の評議会などでの発言に従い、本研究科でも、成果が非公開となる機

密性の高い軍事を目的とする研究は行わないこととしています。共同研究の過程で、意

図せずにそのような研究に関わってしまうおそれがありますので、注意してください。 
 なお、多くの研究には、軍事利用・平和利用の両義性があります。本学では、個々の

研究者の良識のもと、学問研究の両義性を深く意識しながら、個々の研究を進めること

を方針としています。 

科学研究ガイドライン 
情報理工学系研究科 
2011 年 3 月 
2014 年 12 月改訂 

成果が公開される
機密性の低い軍事

研究ならOK? 

良識のもと、進めて
いいんですね。 



 

NHK NEWS WEB  
 
1月16日 11時54分 
  

東大大学院 軍事研究一定程度可能に  
 
 
 東京大学大学院の理科系の研究科が、去年１２月、軍事に関わる研究を禁止するとして

いたガイドラインを見直し、「軍事・平和利用の両義性を深く意識し、研究を進める」という内

容に改めていたことが分かりました。 
 ガイドラインは研究の行き過ぎに歯止めもかけていますが、この研究科では今後、一定の

程度、軍事研究を行えることになります。 

http://www3.nhk.or.jp/news/html/20150116/t10014728731000.html 



東大院研究科、軍事研究禁止定めた指針見直し 
 
2015年01月16日 15時58分 
 
 東京大大学院情報理工学系研究科が昨年１２月、軍事研究の禁止を定めた指針を見

直し、「研究には軍事利用と平和利用の両義性があり、両義性を深く意識しながら研究

を進める」と改めていたことがわかった。 
 「成果が非公開となる機密性の高い軍事を目的とする研究は行わない」と定めている

が、この研究科では、一定の制限の中で、軍事研究が行われる可能性も出てきた。 
 東大では１９５９年の評議会などで、学長らが軍事研究を行わないことを明言し、指針

にも軍事研究禁止を定めていた。東大広報課は「研究不正など研究を進める上で注意

しなければならない点をわかりやすくするために指針を改定した。大学が軍事研究を解

禁したわけではない」と説明している。 
 

http://www.yomiuri.co.jp/science/20150116-OYT1T50109.html 

YOMIURI ONLINE 

いえいえ、軍事研究は
やりません。 



朝日新聞デジタル 
 

東大「軍事研究認めない」 「解禁」の一部報道
を否定 
 

2015年1月16日21時29分 
 
 軍事に関わる研究を禁止している東京大学で、大学院の情報理工学系研究科が昨

年１２月、「科学研究ガイドライン」を改訂したことが分かった。「一切の例外なく軍事研

究を禁止する」という文言を削除し、「成果が非公開となる機密性の高い軍事を目的と

する研究は行わない」と追加した。これについて一部の報道機関が１６日に「軍事研究

を解禁」などと報道。東大は同日、「報道内容が間違っている」と否定した。 
 東大によると、このガイドラインは同研究科の学生向けに２０１１年に作られた。改訂

について、広報課は「誤解を招いたようだが、軍事研究禁止の方針はこれまでと変わ

らず、一部でも認めない」と説明した。「今後は個別の研究を確認し、軍事目的の研究

と判断すれば研究を認めない」としている。 
 改訂を受けて、複数の報道機関が「東大が方針転換した」「一定程度、軍事研究を

行えることになる」などと報じた。東大は、研究科に対し、「誤解のない表現を工夫する

よう伝える」という。 
http://www.asahi.com/articles/ASH1J5QKRH1JUTIL02N.html 

http://www.asahi.com/


「結局、軍事研究は
やるんですね? 」 



「軍事研究」の定義とは? 

デュアルユース性をどのように
考えるのか? 



http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpbb200301/hpbb200301_2_023.html 
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政府負担研究費に於ける国防研究費の占める割合 
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防衛省 航空幕僚監部 
前首席衛生官・空将補・山田憲彦先生による 



「防衛医学」より抜粋 国防高等研究計画局（Advanced Research Projects Agency: DARPA） 



l 国家的ニーズ 
l 民間技術の有効利用 

l 研究の振興 
  （多様な研究の発展） 
l シーズ技術の開発 

l 国防研究費を使用した研究  
（手段） 

l 軍事転用のシーズとなる研究 
（結果） 

l 国防研究費を支出する研究 
（手段） 

l 国防的ニーズがある研究  
（目的） 



生命科学研究におけるデュアルユース 

何が問題となっているのか? 





- 研究の誤用・悪用の懸念 -  

(2) 炭疽菌ワクチンの改変に関する論文 
Pomerantsev, A.P., Staritsin, N.A., Mockov Yu, V. and Marinin, L.I. (1997)  
Expression of cereolysine AB genes in Bacillus anthracis vaccine strain ensures protection 
against experimental hemolytic anthrax infection.  
Vaccine, 15, 1846-1850.  
 

 あたかも「炭疽菌ワクチン株の改良」といったタイトルに見えるが、 
 実は、遺伝子操作による既存の炭疽菌ワクチンの無効化とも読み取れる。  

(1) 野兎病菌でのβ-エンドルフィン産生 
Borzenkov, V.M., Pomerantsev, A.P. and Ashmarin, I.P. (1993) 
[The additive synthesis of a regulatory peptide in vivo: the administration of a vaccinal 
Francisella tularensis strain that produces beta-endorphin]. 
Biull Eksp Biol Med, 116, 151-153.  
 

 感染症なのに精神病様症状（緊張病）を呈する。 
 生物兵器とバイオレギュレーターとを組み合わせた新たな兵器化の可能性?   

生命科学領域におけるデュアルユース問題 



–“Every major technology – metallurgy, explosives, internal 
combustion, aviation, electronics, nuclear energy – has been 
exploited, not only for peaceful purposes but also for hostile 
ones. Must this also happen with biotechnology, certain to be 
a dominant technology of the twenty-first century?” 

–“At present we appear to be approaching a crossroads – a 
time that will test whether biotechnology, like all predecessor 
technologies, will come to be intensively exploited for hostile 
purposes or whether instead our species will find the 
collective wisdom to take a different course…” 

生命科学（遺伝子工学）分野における研究開発の
あり方について考えるべきではないか？ 

Meselson博士から投げかけられた質問 (2000年) 



予期せぬ結果をもたらした 
マウスポックスウイルスの遺伝子改変 

（2001年） 



Day 14 Day 28 

ポックスウイルス 免疫を獲得 

組換えポックスウイルス接種の結果 

通常の 
ポックスウイルス 

防御免疫により生存 

死亡 
＝防御免疫が無効 

遺伝子組換え 
ポックスウイルス 



Australiaの研究チームによって、マウスの避妊
ワクチンとして作り出されたウイルスが、免疫系
へ影響を与えて強い致死効果を表した。 

l 卵子の透明帯糖タンパク質（zona pellucida glycoprotein 3）に対する抗体産生

応答を刺激し、精子との結合を阻止する目的で、避妊ワクチンを作製 

l このタンパク質の遺伝子を運ぶ運搬体（ベクター）としてポックスウイルスを使用 

l 抗体産生を増強する目的で、組換え操作としてIL-4遺伝子を挿入 

マウスポックスウイルスの
遺伝子操作 

• 思いがけない毒性 
• 既存のワクチンが無効 

避妊ワクチンの作成 

ヒト天然痘ウイルスの使用 

• 強毒天然痘ウイルスの作成 
• ワクシニアウイルス（ワクチン株）

の病原化 

意図的改変 



Modified Mouse Virus Sounds Bio-Warfare Alarm 
/ Similar process in humans could be deadly 
January 23, 2001|By New York Times 
 
Australian scientists have accidentally created a virus that kills mice by crippling their immune 
systems, and warn that the technique might threaten to produce deadlier forms of human viruses and 
new kinds of biological weapons.  
The scientists were trying to make the mice infertile, but unintentionally created a killer.  

Disaster in the making  
13 January 2001 by Rachel Nowak, Melbourne  

The discovery highlights a growing problem. How do you stop terrorists taking legitimate research 
and adapting it for their own nefarious purposes?  
The Australian researchers had no intention of producing a killer virus. They were merely trying to 
make a mouse contraceptive vaccine for pest control. "But it's a good way to show how to alter 
smallpox to make it more virulent," says Ken Alibek, former second-in-command of the civilian 
branch of the Soviet germ-warfare programme.  

A VIRUS that kills every one of its victims, by wiping out 
part of their immune system, has been accidentally created by 
an Australian research team. The virus, a modified mousepox, 
does not affect humans, but it is closely related to smallpox, 
raising fears that the technology could be used in biowarfare.  

http://www.newscientist.com/subscribe?promcode=nsbarukrowdd&articleId=mg16922730.300 
http://www.newscientist.com/subscribe?promcode=nsartmagboxtop


デュアルユース性が懸念される研究 
Dual Use Research of Concern (DURC) 



「DURC」問題が論じられている 
主な生命科学分野 

1. 合成生物学 
 

2. 脳科学（神経科学） 
 

3.  GOF研究（生命工学、微生物学研究） 



３．GOF研究 

ü Finkレポート（問題となる７つの研究カテゴリー） 
 

ü 過去のウイルス再現と未来のウイルス予測 
n  空気伝播H5N1高病原性鳥インフルエンザウイルス 

 

ü 研究資金拠出の条件 
 

ü 研究手法の妥当性評価／代替研究手法 

（Gain of Function Research：機能獲得研究） 



しかしながら、これらの技術が次世代
の生物兵器を生み出すために使用さ
れるという潜在的な危険性も有する。 





致死率 = 59.4%  



Ｈ５Ｎ１高病原性鳥インフルエンザの
パンデミックは起きるのか？ 

現在は、感染した家禽からヒトへの偶発的な感染のみ 
ヒト → ヒト 感染は起きていない 

空気伝播するウイルスへ変異すると 
ヒト → ヒト 感染が起きる可能性が出てくる 

パンデミックへ 



Gain of function (GOF) research（ウイルスの病原機能を増強する研究） 
 

本来、鳥から鳥にしか感染しなかったウイルスを、哺乳類に空気感染するよう遺伝子操作 

空気感染するH5N1ウイルスの作成 





研究の正当性 
• 伝播メカニズムの解析 
• 流行予測に寄与 
• ワクチン株選定のための情報 

懸念材料 
• 事故／人為ミスによる漏出 
• テロへの悪用懸念 

諮問委員会（NSABB）から
論文内容の一部変更指示 

河岡、Fouchier 両氏によるＧＯＦ研究が 
バイオセキュリティ問題に発展 （2011年11月～12月） 

Gain of function (GOF) research 
（ウイルスの病原機能を増強する研究） 

 

本来、鳥から鳥にしか感染しなかったウイルスを、
哺乳類に空気伝播するよう遺伝子操作 



• モラトリアム（H5N1インフルエンザ感染実験の60日間の自粛） 
• 研究継続必要性の訴えかけ（公衆衛生学的な対応の重要性） 2012年1月 



2012年3月 



論文公表へ 
（2012年6月） 



研究費拠出の可否についてのフレームワークを議論 



米国保健福祉省が提案しているH5N1研究課
題に対するデュアルユースリスク審査基準 
 

1. 作出予定のウイルスが、自然界においても将
来的に出現する可能性があるか 

2. 科学的な問いに答え、かつ公衆衛生上の意義
を有しているか 

3. 同じ科学的疑問に対して、提示する手段よりも
リスクの低い方法では答えることができないか 

4. 研究従事者と大衆に対しバイオセーフティ上
のリスクが十分に軽減される管理体制下にあ
るか 

5. バイオセキュリティ上のリスクが十分に軽減さ
れる管理体制下にあるか 

6. 研究成果は人類の健康に対する潜在的利益
をもたらすものとして広く共有されることが見込
めるか 

7. 研究課題の実施状況についてファンディング
を通じた不正の監視とコミュニケーションの管
理ができる体制となっているか 



n GOF研究により新規にパンデミックを起こす可能のある病原体を作成す

る際には、万一漏出した場合の危険性を受け入れることができるかの詳
細な倫理的検討をすべき。 

n ニュルンベルク綱領にしたがって、人道的価値がある研究なのかを十分
に吟味する必要がある。 

n たとえ実験室の事故によるパンデミックのリスクが低くても、一定規模の
実験を行う際には人類に危害が及ぶ可能性があると考えるべき。 

n GOF研究に代わる、安全でもっと有効な研究方法があるのではないか。 
n 多くのステークホルダーによって、リスク評価に関する国際的な議論がな

されるべき。 

代替の研究法は？ 



l Risk-Benefit 解析 
l 代替研究手段 
l 国際的な問題 



「軍事研究か、そうでないのか？」とい
った短絡的な議論ではなく、何が本質
的な問題なのか、そして、その解決に
向けてどうすれば良いのか、それぞれ
の立場から考える必要がある。 
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